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I.  はじめに 
教育水準は賃金を規定する重要な要因である(Card, 1999;  安井,  佐野, 2009)。そのため、
その教育水準を規定する要因の解明は世代間の貧困の連鎖に関する議論と密接に関係して































                                                  















Propensity Score Matching 法(PMS)を用いて、母親の若年出産が子供の教育水準に与える
影響を分析している。Angrist and Lavy(1996)は、Geronimus  and  Korenman(1992)や
Rosenzweig and Wolpin(1995)などを含めたそれまでの実証研究のサンプルサイズが小さ















































比較する。IV 節は、分析結果を示す。論文のまとめを VII 節で行う。 
 
 




日本における 10 代の出産割合はどうだろうか。図 1 は、厚生労働省『人口動態統計』か
ら作成した 1925 年から 2004 年までの各年に出産した人の年齢別割合を時系列に示したも
                                                  
2  UNICEF(2001)によれば、15 歳から 19 歳の女性のうち 20 歳未満で出産を経験した割合は、
アメリカ 5%、イギリス 3%、日本は 0.5%である。 4 
 
のである。分母は各年の総出産人数で、分子は各年の年齢別の出産人数である。例えば、
1960 年の総出生数は 1,606,041 人で、そのうち 1960 年に 15 歳から 19 歳で出産した母親
は 19,739 人であり、1960 年における 15 歳から 19 歳の出産比率は 1.2%である。若年の出









図 2 は 19 歳以下の非嫡出子の割合の推移を示した図である。この図から、19 歳以下で第






婚の推移)を示している。 結婚期間が妊娠期間より短い出生割合は全体として 13％から 27％
























































IV.  推定方法 
1.  母親の若年出産の平均トリートメント効果 
本稿の目的は、母親の若年出産が子供の教育水準に与える影響を推定することである。
母親の若年出産をトリートメント、子供の教育水準をアウトカムとすると、トリートメン






edu0i   if  ybi = 0







E[edui|ybi = 1] − E[edui|ybi = 0] = E[edu1i − edu0i|ybi = 1] 
                     +E[edu0i|ybi = 1] − E[edu0i|ybi = 0] 
 






教育水準が独立ならば、条件付独立の仮定(Conditional Independent Assumption: CIA)が
成立していると呼ばれる。CIA は以下のように表現される。 
 
{edu0i,edu1i} ⊥ ybi| 𝑿i,??i 
 
ただし、Xiは両親の属性ベクトル、Ziは子供の属性ベクトルで、観測可能な情報である。 
                                                  






かを議論し、 さらに、 それぞれの推定方法ごとで予想されるバイアスについても議論する。 
 




edui =  α  +  π  ybi + Xiβ+ Ziγ+ ui                      (1) 
 






















                                                  
4  CIA からみた OLS の推定値の解釈や評価については Angrist and Pischke(2009)を参考にさ
れたい。 




















































edui=  α  +  πybi +  ξb_meani +  δb_sdi + Xiβ+ Ziγ+ ui        (3) 
 
(3)は、(1)式に母親の出産に関する選好を示す変数である母親の出産年齢の平均値b_meani

















                                                  




9  Francesconi(2008)の pp.104 を参照されたい。 10 
 
eduij =φybij + Zijψ+  νj +  εij.                           (4) 
 
ここで、eduijは家族 j における子供 i の教育年数または大学卒業ダミー、ybijは家族 j にお
ける子供 i の母がその子供を 21 歳以下で出産したかの若年出産ダミー、Zijは家族 j におけ
る子供 i の属性ベクトル、εijは i と j に関して独立で平均ゼロの同一分布に従う誤差項で
ある。 子供の属性ベクトル Zijは、 子供の生まれ年ダミー、 男性ダミー、 長子ダミーである。










Propensity Score Matching 法(PSM) 













{edu0i,edu1i} ⊥ ybi| P(𝑿i,??i) 
 
つまり、上記の式は CIA であり、一致推定値を得るためには他の推定方法と同様に CIA を
満たす必要がある。 
                                                  
10  PSM の推定方法については、Imbens(2004)や Caliendo and Kopeinig(2008)、Imbens and 
Wooldridge(2009)が説明している。詳しくはそれらを参照されたい。 11 
 
PSM と OLS の大きな違いは、コモンサポートを定義しそのサポート内でマッチングを
行う点にある。コモンサポートは以下の式で表される。 
 
0 < P(ybi = 1| 𝑿i,??i) < 1 
 
ある特定の𝑿iで全ての人がybi = 1ならば、その点でE[edu0i|ybi = 0,𝑿i]は定義できない。上
記の式は、このような状況を避けるための条件である 11。つまり、若年出産の予想確率に
よって分けられた各階層において実際に若年出産した母親と若年出産しなかった母親の両







V.  データ 
1.  データの概要 
本稿で用いるデータは、大阪大学 COE プログラム「アンケートと実験による行動マクロ
動学」の一環で 2008 年度に実施された『本調査』と 2006 年度に実施された『親子調査』
を用いる。 
『本調査』は、大阪大学 GCOE プログラム「アンケートと実験による行動マクロ動学」
の一環で 2009 年 1 月から 2 月にかけて実施されたアンケートである。このアンケートは、
大阪大学が 2004 年から継続して同一家計を追跡調査するパネルデータとなっており、 今回












                                                  




2.  分析データにおける若年出産の動向 
本稿の分析では、本調査と親子調査の 2 つのデータを用いる。これらのデータの各年の
出産年齢の割合を日本の集計データと比較し、分析に用いるデータが日本の母集団を代表
しているかを確認する。図 5 は、本調査、親子調査、人口動態統計から作成した 10 年ごと
の 10 代の出生率の推移である 12。本調査と親子調査については、前後 5 年の平均値を計算
している。1940 年は、本調査と親子調査は人口動態統計と比べて、それぞれ 2 ポイント、
4 ポイント高いが、1950 年以降は人口動態統計とほぼ同水準で推移している。 
  図 6 は、本調査、親子調査、人口動態統計の各年における 20 歳から 24 歳の出産比率の
推移である。本調査と親子調査は人口動態統計と同じく、1965 年以降において下降トレン
ドを持っているが、人口動態統計と比べて、本調査は 2 ポイントから 4 ポイント、親子調
査は 5 ポイントから 10 ポイント下回っている。 
  図 7 は、本調査、親子調査、人口動態統計の各年における平均出産年齢の推移である。
1940 年においては、本調査と親子調査は人口動態統計と比べて 1 歳以上低い。1945 年以
降は、本調査と親子調査ともに 1975 年まで下降し、それ以後は上昇しており、人口動態統
計と同じトレンドを持っている。 しかし、 親子調査は、 1945 年以降人口動態統計と比べて、
1960 年以外すべての年で平均出産年齢を上回っており、特に 1965 年以降は 0.5 歳から 2
歳近く平均出産年齢が高い。 
以上より分析に用いるデータは、19 歳以下の出産比率については日本の母集団をほぼ代




親の出産年齢が 13 歳以下と 50 歳以上は異常値として削除した。また、親子調査において
は、兄弟のいずれかが母親の出産年齢が 13 歳以下と 50 歳以上で出生した家族は異常値と
して削除した。図 8 より親子調査は本調査はと比べて 25 歳以下で出産した母親が少なく、
26 歳から 34 歳で出産した母親が多いことが確認される。 
 




                                                  
12  1945 年における人口動態統計の統計が存在しないので、図 1 の人口動態統計の 1945 年の数
値は 1947 年で代用している。図 5、図 6、図 7 も同様である。 
13  坂本(2009)は兄弟数が一人の家計を含めて分析しているので、 坂本(2009)との比較分析である




観測数は 7150、親子調査は 1831 となる。 
  表 1 は、本調査と親子調査の兄弟数の分布を示している。親子調査は、家族ごとの兄弟
数と兄弟ごとの学歴が分かるデータとなっている。親子調査の 2 人兄弟の家族数は 343 あ
り、2 人兄弟なので個人数は 686 である。本調査の 2 人兄弟の割合は 43.1%に対し、親子
調査は 38.8%で若干 2 人兄弟の割合は低い。3 人兄弟の割合は、本調査において 34.4%で、
親子調査は 38.4%と 4 ポイント高い。 4 人兄弟以上の割合は本調査と親子調査でほぼ同じで
ある。したがって、本調査と親子調査の兄弟分布に目立った違いは見られない。 
  本稿で用いる変数の記述統計を表 2 に掲載している。両親の学歴と生まれ年の情報に家
欠損値がある場合、そのサンプルは排除している 14。親子調査は、本調査と比べて子供の
教育年数が 0.3 年高い。 特に大学卒業比率に関して、 親子調査は本調査に比べて 6 ポイント
高い。子供の生まれ年に注目すると、親子調査は本調査と比べて子供の生まれ年の平均が 3













(点)  10  ９  ８  ７  ６  ５  ４  ３  ２  １  ０ 
  もっとも豊か
 










測数は 3962 となり、表 4 のほぼ半数になる。 
子供が 15 歳頃の親の生活水準を示す p_econiの分布を確認しよう。表 2 から親の生活水
準の平均値は4.83であることが確認できる。 15歳のころの生活水準が0～3を低生活水準、
4～6 を中生活水準、 7～10 を高生活水準とすると、 それぞれ 23%、 59%、 17%であるので、
中生活水準の親が多数を占める。 










産と比べて有意に低い。 つまり、 教育水準が低い夫婦が若年に子供を出産する傾向がある。 




VI.  推定結果 
1.  本調査の推定結果 
Ermisch and Francesconi(2001)や坂本(2009)と同様、年齢 21 歳以下の出産を若年出産
とする。本調査を用いて母親の若年出産が子供の教育年数に与える影響を推定した結果が
表 4 である。分析対象は、調査時点において 23 歳以上 66 歳以下の子供、つまり、子供の
生まれ年が 1940 年から 1983 年に限定している。(1)から(3)の観測数は 6656 であるが、親
の恒常的経済水準の代理変数である子供が 15歳ごろの親の生活水準は回答者のみに質問し





                                                  


















2.  親子調査の推定結果 
第 IV 節で議論したように、 OLS による推定結果は観察できない要因によってバイアスが
生じる可能性があるので、表 4 の結果だけでは若年出産の影響を判断できない。次は、親
子調査を用いて母親の出産に関する選好を制御したモデルと兄弟姉妹間固定効果モデル
(FE)を推定する。その推定結果を表 5 に掲載している。被説明変数は表 4 と同じく子供の
教育年数で、個人数は 1769、家族数は 668 である。(1)から(3)は OLS、(4)と(5)は FE で推










の推定結果は計画的でない近視眼的な母親は子供を厳しくしつけないという Kubota et 
al.(2010)の結果と整合的である。 
  (4)は親子調査をFEで推定した結果である 17。 兄弟数、 両親の学歴、 両親の生まれ年は、
                                                  
16  詳しい推定結果は、補論の表 A1 に掲載している。 










年齢差の交差項を加えて推定した。第一子と第二子の年齢差の平均は 2.98 歳である。21 位
歳以下で子供を出産した母親の第一子と第二子の年齢差の平均値は 3.36 歳で、非若年出産
の母親のそれより有意に高い 19。若年出産した推定の結果、交差項は有意でなく、若年出
産の係数は-0.08 で有意ではない。 したがって、 第一子と第二子の年齢が近いからFEの若年
出産の推定値が過小である可能性は低い。 
 
3.  若年出産の恒常的影響 
III 節で議論したように、母親の若年出産に起因する直接的影響は、若年に出産した子供
のみに与える一時的な影響と、若年に出産した母親の子供全員に与える恒常的影響に分類
できる。表 5 の OLS の分析結果は、前者の若年出産の一時的な影響のみを推定してきた。
したがって、若年出産の恒常的影響が負ならば、その分だけ若年出産の負の影響を過小に










4.  出産年齢別・子供の生まれ年別の分析 




18  668 家族のうち家族内に 21 歳以下で出産した子供がいる家族は 66 家族である。詳しい統計
は表 A2 に記載している。 
19  若年出産した母親の第一子と第二子の年齢差の標準偏差は 2.06 で、非若年出産した母親のそ





出産の定義を 20 歳以下、21 歳以下、…、25 歳以下として分析する。さらに、進学率や出
産に関わる環境が時代とともに変化しているので、母親の若年出産の影響が子供の生まれ
年で異なる可能性がある。これを確認するために、子供の生まれ年を 1960 年から 1983 年
の比較的近年に生まれた子供に限定して分析も行う。 
表 7 は、表 4 の(5)のモデルを母親の若年出産の定義を変えて推定した結果を掲載してい
る。パネル A は子供の生まれ年が 1940 年から 1983 年に限定した結果、パネル B は 1960
年から 1983 年に限定した結果である。表には、若年出産ダミーと親の生活水準ダミーの交
差項のみを掲載している。(1)は若年出産を 20 歳以下の出産、(2)は 21 歳以下、…、(6)は
25 歳以下として推定した。若年出産の割合とは、列ごとの若年出産の定義で、観測数のう
ち何％が若年出産したかを表している。例えば、パネル A の(3)の若年出産の定義が 23 歳
以下の場合、 観測される 3962 のうち 10%の 406 が母親の年齢が 23 歳以下のときにその子
供を出産したことを示している。 
まず、 パネル A の推定結果をみる。   (1)の出産年齢が 20 歳以下から(6)の 25 歳以下まで、
若年出産ダミーと高生活水準ダミーの交差項の係数は全て有意ではない。しかし、係数の
大きさに注目すると、20 歳以下の係数が-0.67 で最も小さく、 若年出産の定義を広げるごと
にその影響はゼロに近づく。そのほかの交差項についても、若年出産の定義を広げごとに
交差項の係数はゼロに近づく。また、低生活水準の交差項の係数を見ると、他の交差項の
係数と比較して小さく、20 歳以下から 23 歳以下において負で有意である。つまり、親の生
活水準が低く、母親が若年に出産すると子供の教育水準大きな負の影響を与えることが確
認できる。 
次に、 パネル B の推定結果をみる。 パネル B は子供の生まれ年が 1960 年から 1983 年の








表 8 は、親子調査を用いた分析結果の表 5 の(3)と(4)のモデルを母親の若年出産の定義を
変えて推定した結果である。表 7 と同様、パネル A は子供の生まれ年が 1940 年から 1983
年に限定した結果、パネル B は 1960 年から 1983 年に限定した結果である。表には、若年
出産ダミーのみを掲載している。表 8 のパネル A の推定結果をみと、母親の出産に関する18 
 
選好を制御した OLS と兄弟姉妹間の固定効果を制御した FE の推定結果ともに若年出産の
係数は有意ではない。次に、パネル B の推定結果を確認すると、パネル A と比較して OLS
と FE ともに 24 歳以下までの若年出産ダミーの係数が低下し、OLS の係数は若年出産が
20 歳以下、22 歳以下、23 歳以下の場合に負で有意となる。しかし、OLS の結果は親の経
済的要因を制御していないので、この推定値に下方バイアスが生じている可能性が高い。 
表 9 は、親子調査を用いた分析結果の表 6 の(3)のモデルを母親の若年出産経験年齢の定
義を変えて推定した結果である。つまり、第一子の出産年齢が 20 歳以下、…、25 歳以下の
場合を、それぞれ若年出産経験ダミーとしている。表 8 と同様、パネル A は子供の生まれ
年が 1940 年から 1983 年に限定した結果、パネル B は 1960 年から 1983 年に限定した結
果でで、表には若年出産ダミーのみを掲載している。表 9 のパネル A の推定結果をみと、
20 歳以下から 25 歳以下までのいずれの若年出産経験ダミーの係数は有意ではない。 パネル




















サンプルについて、本稿は子供の生まれ年が 1940 年から 1983 年生まれで、調査時点で本
人が 23歳以上である。 一方、 Francesconi(2008)は British Household Panel Survey(BHPS)
を用いて、 1970 年から 1983 年生まれの調査時点において 16 歳以上の子供を分析の対象と
している。つまり、本稿と比較してより近年の子供に対する母親の若年出産の影響を分析
                                                  










用いて、1959 年から 1979 年生まれの女性の教育水準をアウトカムとして分析を行ってい
る。母親の若年出産の影響を識別するためPSMを用いて推定しており、若年出産のセレク








がある。本稿は、Caliendo, Hujer, Thomsen(2005)の最小最大値比較(Minima-Maxima 
Comparison)に従いコモンサポートを決定した。 この基準によるコモンサポートの削減率は
表A4 に記載している 22。本稿は、  (1)Nearest Neighbor、(2)Kernel23、(3)Radius24、
(4)Stratification25の 4 つのマッチング法を用いた。KernelとStratificationの推定値の標準
誤差はブートストラップ法を用いて計算している 26。坂 本 (2009)と比較するため、 サンプル
を子供の生まれ年が 1959 年から 1979 年の女性に限定して、本調査を用いてPSMで推定し
た結果を表 10 に掲載している 27。これまでの分析は、一人っ子の子供の家族を除いていた
                                                  
21  坂本(2009)は、Kernel 法による推定値の標準誤差を計算するため、ブートストラップ法(反復
回数 50 回)を用いている。Radius 法では、トリートメントとコントロールの確率差の絶対値を
0.001 としている。(|pt – pc|<δ=0.001) 
22  Minima-Maxima Comparison とは、Propensity score が他方の Propensity score の最小値
よりも小さい観測値、逆に一方の Propensity score が他方の Propensity score の最大値よりも
大きい観測値を除去して、コモンサポートを決定する方法である。 
23  Kernel 関数のバンド幅は 0.01 である。 
24  坂本(2009)と比較するため、 トリートメントとコントロールの確率差の絶対値を 0.01 とした。
(|pt – pc|<δ=0.01) 
25  Propensity Score の階層は 10 とした。 
26  坂本(2009)の反復回数は 50 回であるが、50 回の反復回数は少ないと判断し、本稿は 100 回
とした。 
27  親子調査を用いた場合、 女性に限定すると母の出産年齢が 21 歳以下の観測数がわずかになる
ため、本調査を用いた分析のみを掲載している。表 4 と同じサンプルを用いて PSM で推定した


































                                                  
28  本稿は、トリートメントがランダムに割り振られているのかを確認すために、Propensity 
score で分けられた階層ごとで、若年出産グループと非若年出産グループの各説明変数の平均値
が有意に異なるかを検定し、有意に異ならないことを確認している。 
29  Heckman, et al.(1997,1998)や市村(2010)が述べているように、PSM はコモンサポートを設
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図  3.  第一子の出生数のうち結婚期間が妊娠期間より短い出生割合の推移 
 
注：出所は厚生労働省 『平成 17 年度  人口動態統計特殊報告』 。 「結婚週数＜妊娠週数－3 週」 （＝
「妊娠週数≧結婚週数＋4 週」 ）で出生した場合を結婚期間が妊娠期間より短い出生とした。結
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図 8  本調査と親子調査の出産年齢 
 
 



















表 1  兄弟数の分布 













494  6.9% 
 
62  3.4% 
 
62  8.5% 
2 
 
2,867  40.1% 
 
686  37.5% 
 
343  47.0% 
3 
 
2,290  32.0% 
 
680  37.1% 
 
230  31.5% 
4 
 
820  11.5% 
 
246  13.4% 
 
64  8.8% 
5 
 
368  5.1% 
 
96  5.2% 
 
21  2.9% 
6 
 
180  2.5% 
 
46  2.5% 
 
8  1.1% 
7 
 
80  1.1% 
 
7  0.4% 
 
1  0.1% 
8 
 
40  0.6% 
 
8  0.4% 
 
1  0.1% 
9 
 
11  0.2% 
 
0  0.0% 
 
0  0.0% 
合計      7150  100%      1831  100%      730  100% 
 
 
   29 
 
表 2  記述統計量 
 
本調査 (N = 6656) 
 
親子調査 (N = 1769) 
 
平均  標準偏差  最小値  最大値 
 
平均  標準偏差  最小値  最大値 
子供                                    
教育年数  13.1   2.1   9  16 
 
13.4   2.1   9  16 
中学卒業ダミー  0.08   0.27   0  1 
 
0.07   0.26   0  1 
高校卒業ダミー  0.49   0.50   0  1 
 
0.46   0.50   0  1 
短大・高専卒業ダミー  0.16   0.37   0  1 
 
0.15   0.36   0  1 
大学卒業ダミー  0.26   0.44   0  1 
 
0.32   0.47   0  1 
生まれ年  1959   11   1940  1983 
 
1962   11   1940  1983 
1940～44 年生ダミー  0.10   0.30   0  1 
 
0.06   0.23   0  1 
1945～49 年生ダミー  0.13   0.34   0  1 
 
0.11   0.32   0  1 
1950～54 年生ダミー  0.14   0.35   0  1 
 
0.14   0.35   0  1 
1955～59 年生ダミー  0.13   0.34   0  1 
 
0.11   0.32   0  1 
1960～64 年生ダミー  0.14   0.35   0  1 
 
0.13   0.33   0  1 
1965～69 年生ダミー  0.13   0.34   0  1 
 
0.13   0.34   0  1 
1970～74 年生ダミー  0.12   0.33   0  1 
 
0.15   0.36   0  1 
1975～79 年生ダミー  0.07   0.25   0  1 
 
0.11   0.31   0  1 
1980～83 生ダミー  0.03   0.18   0  1 
 
0.05   0.22   0  1 
年齢  49.51   11.08   26  69 
         
男性ダミー  0.47   0.50   0  1 
 
0.46   0.50   0  1 
兄弟数  2.84   1.25   1  9 
 
2.98   1.07   2  8 
長子ダミー  0.36   0.48   0  1 
 
0.37   0.48   0  1 
一人っ子ダミー  0.07   0.25   0  1 
         
15 歳の頃の生活水準  4.82   1.82   0  10 
         
低生活水準ダミー  0.23   0.42   0  1 
         
中生活水準ダミー  0.59   0.49   0  1 
         
高生活水準ダミー  0.17   0.38   0  1                    
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表 2  記述統計量(続き) 
 
本調査 (N = 6656) 
 
親子調査 (N = 1769) 
 
平均  標準偏差  最小  最大 
 
平均  標準偏差  最小  最大 
親 
                 
出産年齢  27.6   4.6   14  48 
 
27.7   4.1   16  42 
21 歳以下出産ダミー  0.06   0.24   0  1 
 
0.04   0.20   0  1 
21 歳以下出産経験ダミー 
         
0.11  0.31  0  1 
母の生まれ年  1932   12   1893  1963 
 
1934   11   1908  1958 
母 1909 年以前生ダミー  0.03   0.17   0  1 
 
0.001   0.03   0  1 
母 1910～14 生ダミー  0.06   0.23   0  1 
 
0.03   0.16   0  1 
母 1915～19 生ダミー  0.08   0.28   0  1 
 
0.10   0.31   0  1 
母 1920～24 生ダミー  0.11   0.31   0  1 
 
0.11   0.32   0  1 
母 1925～29 生ダミー  0.14   0.35   0  1 
 
0.11   0.32   0  1 
母 1930～34 生ダミー  0.14   0.35   0  1 
 
0.13   0.34   0  1 
母 1935～39 生ダミー  0.14   0.34   0  1 
 
0.14   0.35   0  1 
母 1940～44 生ダミー  0.13   0.33   0  1 
 
0.13   0.33   0  1 
母 1945～49 生ダミー  0.10   0.30   0  1 
 
0.16   0.37   0  1 
母 1950 年以降生ダミー  0.07   0.26   0  1 
 
0.08   0.27   0  1 
父年齢 - 母年齢  3.4   3.5   -14  32 
 
3.5   3.3   -7  23 
父の教育年数  11.1   2.42   9  16 
 
11.3   2.62   9  16 
  中学卒業ダミー  0.50   0.50   0  1 
 
0.47   0.50   0  1 
  高校卒業ダミー  0.35   0.48   0  1 
 
0.33   0.47   0  1 
  短大・高専卒ダミー  0.01   0.09   0  1 
 
0.01   0.12   0  1 
  大学卒業ダミー  0.14   0.34   0  1 
 
0.18   0.39   0  1 
母の教育年数  10.7   1.9   9  16 
 
10.8   2.0   9  16 
  中学卒業ダミー  0.49   0.50   0  1 
 
0.50   0.50   0  1 
  高校卒業ダミー  0.44   0.50   0  1 
 
0.40   0.49   0  1 
  短大・高専卒ダミー  0.04   0.20   0  1 
 
0.06   0.23   0  1 
  大学卒業ダミー  0.03   0.17   0  1      0.04   0.21   0  1 
注：15 歳ごろの生活水準は本調査で回答者のみに質問しており、観測数は 4270 である。 
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表 4  母親の若年出産が子供の教育年数に与える影響：本調査 
    (1)      (2)      (3)      (4)      (5)     
若年出産ダミー  -0.59  *  -0.41  *  -0.40  *  -0.49  * 









     
若年出産ダミー×低生活水準ダミー   
             
-0.70  * 
                 
(0.25) 
 
若年出産ダミー×中生活水準ダミー   
             
-0.40  * 
                 
(0.18) 
 
若年出産ダミー×高生活水準ダミー   
             
-0.51  
 




           
-0.60  *  -0.59  * 






           
0.30  *  0.31  * 









































































































決定係数    0.08       0.23       0.24       0.26       0.26     
注：被説明変数は子供の教育年数である。 本調査を用いて、 子供の生まれ年が 1940 年から 1983
年を対象にして、OLS で推定した。(1)から(3)の観測数は 6656 で、(4)と(5)は 3962 である。カ
ッコ内は White の頑健標準誤差である。*は有意水準 5%で有意であることを示す。 
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0.06  * 
   
         
(0.03) 
     
母親の出産年齢の標準偏差 
       
-0.14  * 
   
         
(0.06) 
     
















































































決定係数    0.12       0.27      0.27      0.01      
注：被説明変数は子供の教育年数である。親子調査を用いて、子供の生まれ年が 1940 年から
1983 年を対象にして推定を行った。個人の観測数は 1769 で、家族数は 668 である。(1)から(3)
のカッコ内は家族ごとで clustering した頑健標準誤差で、 (4)と(5)のカッコ内は White の頑健標
準誤差である。*は有意水準 5%で有意であることを示す。 
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    (1)      (2)      (3)     










       
0.04  
 




       
-0.12  
 
         
(0.07) 
 




























































決定係数    0.14       0.27       0.28      
注：被説明変数は子供の教育年数である。説明変数の若年出産経験ダミーは母親が 21 歳以下で
出産した経験がある場合を１とするダミー変数である。親子調査を用いて、子供の生まれ年が
1940 年から 1983 年を対象にして推定を行った。個人の観測数は 1769 で、家族数は 668 であ
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表 7  母親の出産年齢別・子供の生まれ年別の分析：  親の生活水準の交差項 
母の出産年齢  20 歳以下  21 歳以下  22 歳以下  23 歳以下  24 歳以下  25 歳以下 
    (1)  (2)  (3)  (4)  (5)  (6) 
パネル A：1940～83 年生 観測数(3962) 
       
若年出産ダミー 
×低生活水準ダミー 
-0.88*  -0.70*  -0.49*  -0.33*  -0.24   0.01  
(0.29)  (0.25)  (0.19)  (0.16)  (0.15)  (0.14) 
若年出産ダミー 
×中生活水準ダミー 
-0.56*  -0.40*  -0.25  -0.08   0.05   0.07  
(0.27)  (0.18)  (0.14)  (0.12)  (0.10)  (0.10) 
若年出産ダミー 
×高生活水準ダミー 
-0.67  -0.51   -0.20   -0.18   -0.16   -0.09  
(0.40)  (0.35)  (0.25)  (0.22)  (0.18)  (0.16) 
若年出産の割合  3%  6%  10%  17%  25%  35% 
決定係数  0.264  0.263  0.262  0.262  0.261  0.261 
パネル B：1960～83 年生 観測数(1935) 
       
若年出産ダミー 
×低生活水準ダミー 
-1.80*  -1.45*  -0.88*  -0.54*  -0.42*  -0.20  
(0.52)  (0.37)  (0.27)  (0.25)  (0.23)  (0.23) 
若年出産ダミー 
×中生活水準ダミー 
-0.52   -0.56  -0.31   -0.02   -0.02   -0.05  
(0.44)  (0.30)  (0.22)  (0.17)  (0.14)  (0.14) 
若年出産ダミー 
×高生活水準ダミー 
-0.03   -0.05   0.19   0.14   -0.13   -0.20  
(0.75)  (0.57)  (0.35)  (0.30)  (0.24)  (0.21) 
若年出産の割合  2%  4%  7%  13%  23%  33% 
決定係数  0.217  0.218  0.217  0.215  0.214  0.214 
注：被説明変数は教育年数である。本調査を用いて OLS で推定した結果である。パネル A は子
供の生まれ年が 1940 年から 1983 年に限定し、パネル B は 1960 年から 1983 年に限定した推
定結果である。それぞれの観測数は 3962、1935 である。表 4 の(5)と同じ説明変数で、カッコ
内は White の頑健標準誤差である。*は有意水準 5%で有意であることを示す。 
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表 8  母親の出産年齢別・子供の生まれ年別の分析 
母の出産年齢  20 歳以下  21 歳以下  22 歳以下  23 歳以下  24 歳以下  25 歳以下 
    (1)  (2)  (3)  (4)  (5)  (6) 
パネル A：1940～83 年生 個人数(1769),家族数(668) 
     
OLS  -0.42   -0.28   -0.16   -0.24   -0.07   0.00  
 
(0.28)  (0.23)  (0.17)  (0.15)  (0.13)  (0.12) 
決定係数  0.273  0.272  0.272  0.273  0.272  0.272 
FE  -0.04   -0.02   -0.06   -0.11*  -0.01   0.02  
 
(0.07)  (0.04)  (0.06)  (0.07)  (0.06)  (0.06) 
決定係数  0.009  0.009  0.010  0.012  0.009  0.009 
若年出産の割合  2%  4%  9%  14%  23%  31% 
パネル B：1960～83 年生  個人数(912),家族数(380) 
     
OLS  -0.99*  -0.74  -0.51*  -0.46*  -0.18   -0.04  
 
(0.44)  (0.41)  (0.26)  (0.22)  (0.19)  (0.17) 
決定係数  0.209  0.209  0.209  0.209  0.207  0.206 
FE  -0.22   -0.12   -0.20   -0.30  -0.02   0.05  
 
(0.21)  (0.14)  (0.15)  (0.17)  (0.13)  (0.11) 
決定係数  0.019  0.019  0.021  0.026  0.019  0.019 
若年出産の割合  1%  2%  6%  11%  20%  29% 
注：被説明変数は教育年数である。親子調査を用いて推定した結果である。パネル A は子供の
生まれ年が 1940 年から 1983 年に限定、 パネル B は 1960 年から 1983 年に限定している。   OLS 
は表 5 の(3)のモデル、FE  は表 5 の(4)のモデルと同じである。*は有意水準 5%で有意であるこ
とを示す。 
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表 9  母親の出産経験年齢別・子供の生まれ年別の分析 
母の出産経験年齢  20 歳以下  21 歳以下  22 歳以下  23 歳以下  24 歳以下  25 歳以下 
    (1)  (2)  (3)  (4)  (5)  (6) 
パネル A：1940 年～83 年生 個人数(1769),家族数(668) 
     
OLS  -0.63  -0.56  -0.14   -0.25   -0.15   -0.11  
 
(0.32)  (0.29)  (0.25)  (0.22)  (0.22)  (0.23) 
若年出産経験の割合  5%  11%  21%  33%  48%  61% 
パネル B：1960 年～83 年生  個人数(912),家族数(380) 
     
OLS  -1.06*  -0.66   -0.30   -0.35   -0.13   0.06  
 
(0.43)  (0.43)  (0.29)  (0.27)  (0.27)  (0.27) 
若年出産経験の割合  3%  5%  14%  23%  40%  54% 
注：被説明変数は教育年数である。親子調査を用いて推定した結果である。パネル A は子供の
生まれ年が 1940 年から 1983 年に限定、 パネル B は 1960 年から 1983 年に限定している。   OLS 
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表 10  母親の若年出産が子供の教育水準に与える影響：  PSM 







ATT  標準誤差  t 値 
教育年数  本調査  Nearest   74  132  -0.29  0.30  -0.95 
   
Kernel  74  901  -0.35  0.23  -1.54 
   
Radius  67  882  -0.33  0.22  -1.54 
   
Strata  67  908  -0.31  0.25  -1.23 
大学卒業  本調査  Nearest   74  132  -0.03  0.06  -0.53 
   
Kernel  74  901  -0.05  0.05  -0.98 
   
Radius  67  873  -0.05  0.04  -1.24 
   
Strata  67  908  -0.06  0.04  -1.36 
注：本調査の子供の生まれ年が 1959 年から 1979 年、子供の性別が女性、兄弟が一人以上の家
族を分析対象にした推定結果である。トリートメントは母親の出産年齢が 21 歳以下である。 
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表 A1  母親の若年出産が子供の大学卒業確率に与える影響 
 
本調査  観測数(6656) 
 














    (1)      (2)          (3)      (4)      (5)      (6)     
若年出産ダミー  -0.09  *  -0.06  * 
 


















               
0.01  
     
                   
(0.01) 
     
出産年齢の標準偏差 
             
-0.02  
     
                   
(0.02) 
     
男性ダミー  Yes 
 
Yes 









長子ダミー  Yes 
 
Yes 









子供の生まれ年  Yes 
 
Yes 









母の生まれ年ダミー  Yes 
 
Yes 









兄弟数  No 
 
Yes 









父  学歴ダミー  No 
 
Yes 









母  学歴ダミー  No 
 
Yes 









父と母の年齢差  No 
 
Yes 









都道府県ダミー  No      Yes          No      No      No      No     
定数項  Yes      Yes          Yes      Yes      Yes      Yes     
対数尤度  -3487       -3036          -1041       -910       -906              
注：被説明変数は大学卒業ダミーである。  (1)から(5)はプロビットモデルで推定し、その限界効
果を表示している。(6)は FE の推定結果である。(1)、(2)、(6)のカッコ内は White の頑健標準
誤差で、(3)から(5)のカッコ  内は家族ごとで clustering した頑健標準誤差である。*は有意水準
5%で有意であることを示す。 
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表 A2  親子調査の若年出産割合 
21 歳以下で出産した子供の数  0 人  1 人  2 人 
 
合計 









2.61   2.86   3.56  
   
平均出産年齢      28.21   23.94   22.41        
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(2) 
   
(3) 
 
父  高校卒業ダミー  0.00           0.00           0.01      
 
(0.01) 
   
(0.02) 
   
(0.01) 
 
父  高専・短大卒業ダミー  -0.02  
   
-0.01  
       
 
(0.03) 
   
(0.02) 
       
父  大学・大学院卒業ダミー  -0.01  





         
(0.01) 
 
母  高校卒業ダミー  -0.03  * 
 






   
(0.01) 
   
(0.01) 
 
母  高専・短大卒業ダミー  -0.06  * 
           
 
(0.00) 
             
母  大学・大学院卒業ダミー  -0.05  * 





         
(0.02) 
 
父と母の年齢差  0.01  * 
 
0.01  * 
 
0.01  * 
 
(0.00) 
   
(0.00) 
   
(0.00) 
 
母  1910-19 年生ダミー  -0.05  * 
 
-0.05  * 
     
 
(0.02) 
   
(0.02) 
       
母  1920-29 年生ダミー  0.06  * 
 
0.00  
       
 
(0.03) 
   
(0.04) 
       
母  1930-39 年生ダミー  0.02  
   
0.01  
   
-0.07  * 
 
(0.01) 
   
(0.03) 
   
(0.02) 
 
母  1950-59 年生ダミー  0.01  
   
0.08  





   
(0.05) 
   
(0.02) 
 
母  1960 年以降生ダミー  0.41  * 
           
 
(0.14) 
             
母  年齢  0.00  * 
 
0.00  
   
0.01  * 
    (0.00)          (0.00)          (0.00)     
対数尤度  -1379          -269          -245     
注：被説明変数は母親の若年出産ダミーである。 プロビットモデルで推定し限界効果を記載して
いる。カッコ内は White の頑健標準誤差である。モデル(1)と(2)は兄弟が 2 人以上の家計を、モ
デル(3)は兄弟数が 1 人以上の家計を対象としている。父と母の学歴のベースは中学卒業ダミー
である。母の生まれ年のベースは、1940-1949 年生まれダミーである。*は有意水準 5%で有意
であることを示す。   43 
 
表 A4  コモンサポート 
    若年出産  非若年出産  合計 
パネル A. 本調査(1940 年-1983 年) 
   
Propensity score 
     
  最小値  0.000017   0.000470  
 
  最大値  0.961614   0.849191  
 
観測数 
     
  Matching 前  419  6036  6455 
  Matching 後  419  5984  6403 
  削減率  0.0%  0.9% 
 
パネル B. 親子調査(1940 年-1983 年) 
   
Propensity score 
     
  最小値  0.000528   0.002563  
 
  最大値  0.597296   0.597296  
 
観測数 
     
  Matching 前  75  1496  1571 
  Matching 後  75  1468  1543 
  削減率  0.0%  1.9% 
 
パネル C. 本調査(1959 年-1979 年) 
   
Propensity score 
     
  最小値  0.000002   0.005352  
 
  最大値  0.469364   0.753521  
 
観測数 
     
  Matching 前  75  1597  1672 
  Matching 後  74  901  975 
  削減率  1.3%  43.6%     
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表 A5  母親の若年出産が子供の就学に与える影響：  PSM 







ATT  標準誤差  t 値 
教育年数  本調査  Nearest   419     1366     -0.48   0.13    -3.66  
   
Kernel  419     5984     -0.56   0.11    -5.04  
   
Radius  393     5332     -0.58   0.11    -5.19  
   
Strata  419     5984     -0.53   0.11    -4.97  
 
親子調査  Nearest   75     177     -0.08   0.29    -0.26  
   
Kernel  75     1438     -0.52   0.23    -2.26  
   
Radius  75     967     -0.65   0.23    -2.78  
   
Strata  75     1438     -0.63   0.24    -2.66  
大学卒業  本調査  Nearest   419     1366     -0.03   0.03    -0.98  
   
Kernel  419     5984     -0.05   0.02    -2.21  
   
Radius  393     5332     -0.06   0.02    -2.90  
   
Strata  419     5984     -0.05   0.02    -2.14  
 
親子調査  Nearest   75     177     -0.01   0.05    -0.11  
   
Kernel  75     1438     -0.08   0.04    -1.84  
   
Radius  75     967     -0.13   0.04    -2.98  
   
Strata  75     1438     -0.12   0.04    -2.80  
注：分析対象は本調査と親子調査ともに、子供の生まれ年が 1940 年から 1983 年であり、兄弟
数が 2 人以上の家計である。トリートメントは母親の出産年齢が 21 歳以下である。 
 
 
 